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（注）上記の中部支社は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して、

縦覧に供する場所としております。 
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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．第49期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第49期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（百万円）  114,910  124,734  429,927

経常利益（百万円）  4,569  5,079  16,427

四半期（当期）純利益（百万円）  2,494  2,822  8,782

純資産額（百万円）  95,959  101,188  102,779

総資産額（百万円）  205,494  218,386  198,076

１株当たり純資産額（円）  3,007.32  3,182.02  3,219.46

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 78.93  89.30  277.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  89.16  277.82

自己資本比率（％）  46.2  46.0  51.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 4,619  4,376  15,982

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,417  △2,815  △4,927

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △4,189  △4,178  △5,417

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 26,182  30,188  32,806

従業員数（人）  8,147  8,194  8,278
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載 

      しております。      

２．当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含みます。  

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結会社からの 

  派遣社員は含んでおりません。   

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載して 

      おります。 

２．当社から社外への出向者54名を除き、社外から当社への出向者8名を含みます。 

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結子会社からの 

  派遣社員243名は含んでおりません。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

従業員数（人） 8,194 ( ) 1,143

  平成22年３月31日現在

従業員数（人） 6,714 (  ) 782
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(1）生産実績 

 当社グループの主たる業務は、システム導入までのシステムインテグレーションとシステム導入後のサービス＆

サポート等であります。これらはお客様の注文に応じてサービス及びサポートを提供するものであり、受注形態も

多岐にわたっております。このため、数量の把握をはじめ生産概念の意義が薄く、生産実績を把握することは困難

でありますので、記載を省略しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．金額は仕入価額によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社グループの生産業務の内容は、ハードウェア及びソフトウェアの保守メンテナンスといったサポート業務が

主なものであり、個別受注生産の占める割合が少ないため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(4）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日 

    至 平成22年３月31日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）      55,898      119.7

 サービス＆サポート事業（百万円）                 21,063                   102.9

 その他の事業（百万円）  13  31.6

 合計（百万円）     76,975     114.5

 事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日 

    至 平成22年３月31日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）    72,196    112.9

 サービス＆サポート事業（百万円）                 52,171                   103.0

 その他の事業（百万円）  366  117.7

 合計（百万円）  124,734  108.5

２【事業等のリスク】
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 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況   

 当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日～平成22年３月31日）におけるわが国経済は、引き続き厳し

い状況が続いているものの、外需主導により緩やかに持ち直しており、企業収益の改善や企業倒産件数の減

少、株価の回復等、明るさが出てきました。また、企業は設備投資に対する慎重な姿勢を崩していないもの

の、設備投資の抑制幅は縮小傾向にあり、IT投資についても更新需要を中心に持ち直し傾向にあります。  

 このような中で当社グループは、「ITでお客様の信頼に応え、オフィスを元気にする」を平成22年度のスロ

ーガンに掲げて、コスト削減や生産性向上等のお客様の課題解決につながるシステム提案やサポート提案を積

極的に行いました。２月には東京、大阪、名古屋において今年で33回目のプライベートフェアを開催し、最新

のIT関連商品を活用したシステムの展示・説明や各種セミナーを通じて、企業におけるIT投資やITサービス利

用の活性化に努めました。また、幅広い企業層に対する訪問回数アップ、営業スキルや提案力向上によるお客

様接点の強化を図るとともに、オフィスサプライ通信販売事業「たのめーる（*1）」での約1,100品目の値下

げや開設10周年キャンペーン等の実施により、売上ボリュームの拡大に注力しました。  

 以上の結果、当四半期における取引顧客数と一顧客当たりの売上高がともに前年同期を上回り、当第１四半

期連結会計期間の売上高は1,247億34百万円（前年同期比8.5％増）となりました。利益につきましては、売上

高の伸長による売上総利益の確保と販売費及び一般管理費の抑制により、営業利益48億83百万円（前年同期比

6.2％増）、経常利益50億79百万円（前年同期比11.2％増）、四半期純利益28億22百万円（前年同期比13.1％

増）となり、2008年第２四半期以来の増収増益となりました。  

  

（システムインテグレーション事業）  

 コンサルティングからシステム設計・開発、搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供す

るシステムインテグレーション事業では、企業におけるシステム更新需要や景気回復基調を背景とした好業績

企業の年度末需要を確実に掴み、売上高は721億96百万円（前年同期比12.9％増）で二桁の増収となりまし

た。  

（サービス＆サポート事業）  

 サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入システ

ムや企業活動をトータルにサポートするサービス＆サポート事業では、オフィスサプライ通信販売事業「たの

めーる」を順調に伸ばし、サポート事業「たよれーる(*2)」も底堅く推移した結果、売上高は521億71百万円

（前年同期比3.0％増）となりました。  

（その他の事業）  

 その他の事業では、売上高は3億66百万円（前年同期比17.7％増）となりました。 

  

*1 たのめーる＝MRO（Maintenance, Repair and Operation：消耗品・補修用品など、企業内で日常的に使 

               用されるサプライ用品のこと）事業の中核を担う事業ブランド。 

*2 たよれーる＝お客様の情報システムや企業活動全般をサポートする事業ブランド。 

   

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度

末に比べて26億17百万円減少し、301億88百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 営業活動から得られた資金は、税金等調整前四半期純利益50億14百万円、仕入債務の増加184億99百万円等

がありましたが、売上債権の増加188億58百万円、法人税等の支払23億4百万円等の支出により、43億76百万円

（前年同期比5.3%減）となりました。 

 投資活動に使用した資金は、有形固定資産の取得18億84百万円、ソフトウェアの取得7億98百万円等によ

り、28億15百万円（前年同期比98.7%増）となりました。 

 財務活動に使用した資金は、配当金の支払41億9百万円等により、41億78百万円（前年同期比0.3%減）とな

りました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変

更はありません。  

  

(4) 研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、69百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。   
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  112,860,000

計  112,860,000

種類 
第１四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,667,020  31,667,020
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株  

計  31,667,020  31,667,020 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【ライツプランの内容】

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

  平成22年１月１日～ 

  平成22年３月31日  
 －  31,667  －  10,374  －  16,254

(5)【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

 ②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）退任役員  

(6)【議決権の状況】

平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        65,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   31,595,500  315,955 － 

単元未満株式 普通株式         6,120 － － 

発行済株式総数  31,667,020 － － 

総株主の議決権 －  315,955 － 

平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大塚商会 
東京都千代田区 

飯田橋2－18－4 
 65,400  －  65,400  0.20

計 －  65,400  －  65,400  0.20

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 

最高（円）  5,300  5,720  6,020

最低（円）  4,605  4,790  5,410

３【役員の状況】

役名    職名   氏名   退任年月日 

 取締役兼 

上席常務執行役員 

 管理副本部長、 

環境管理室長  
 中嶋 克彦  平成22年４月30日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１

日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,688 27,716

受取手形及び売掛金 89,376 ※4  70,540

有価証券 4,998 4,998

商品 15,306 14,191

仕掛品 ※3  1,424 1,179

原材料及び貯蔵品 1,054 1,065

その他 16,300 14,497

貸倒引当金 △633 △459

流動資産合計 152,516 133,729

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  25,246 ※1  25,399

その他（純額） ※1  22,138 ※1  20,864

有形固定資産合計 47,385 46,264

無形固定資産 5,837 5,604

投資その他の資産   

投資有価証券 5,919 5,824

その他 7,778 7,726

貸倒引当金 △1,016 △1,037

投資損失引当金 △34 △34

投資その他の資産合計 12,647 12,478

固定資産合計 65,870 64,347

資産合計 218,386 198,076

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  81,919 ※5  63,490

短期借入金 8,340 8,340

未払法人税等 2,132 2,516

賞与引当金 6,292 2,398

その他 15,394 15,548

流動負債合計 114,078 92,293

固定負債   

長期借入金 40 50

退職給付引当金 1,667 1,641

役員退職慰労引当金 496 483

その他 915 828

固定負債合計 3,119 3,004

負債合計 117,197 95,297
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,374 10,374

資本剰余金 16,254 16,254

利益剰余金 88,020 89,307

自己株式 △123 △123

株主資本合計 114,526 115,813

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 471 380

土地再評価差額金 △14,331 △14,331

為替換算調整勘定 △110 △122

評価・換算差額等合計 △13,970 △14,073

少数株主持分 631 1,039

純資産合計 101,188 102,779

負債純資産合計 218,386 198,076
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 114,910 124,734

売上原価 90,360 99,359

売上総利益 24,549 25,375

販売費及び一般管理費 ※1  19,949 ※1  20,492

営業利益 4,599 4,883

営業外収益   

受取利息 12 10

有価証券利息 9 4

受取配当金 11 9

受取家賃 53 52

持分法による投資利益 － 101

その他 31 55

営業外収益合計 117 233

営業外費用   

支払利息 31 23

持分法による投資損失 105 －

為替差損 － 13

その他 10 0

営業外費用合計 147 37

経常利益 4,569 5,079

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1

持分変動利益 6 －

特別利益合計 6 1

特別損失   

固定資産除却損 6 35

減損損失 1 6

投資有価証券評価損 5 －

貸倒引当金繰入額 33 6

その他 － 18

特別損失合計 47 65

税金等調整前四半期純利益 4,528 5,014

法人税等 ※2  1,954 ※2  2,150

少数株主利益 79 42

四半期純利益 2,494 2,822
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,528 5,014

減価償却費 1,334 1,378

減損損失 1 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） 211 153

受取利息及び受取配当金 △23 △19

有価証券利息 △9 △4

支払利息 31 23

持分法による投資損益（△は益） 105 △101

固定資産除却損 6 35

売上債権の増減額（△は増加） △9,735 △18,858

たな卸資産の増減額（△は増加） △436 △1,345

仕入債務の増減額（△は減少） 11,084 18,499

投資有価証券評価損益（△は益） 5 －

持分変動損益（△は益） △6 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 641 49

その他 1,898 1,832

小計 9,639 6,663

利息及び配当金の受取額 32 24

利息の支払額 △9 △7

法人税等の支払額 △5,042 △2,304

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,619 4,376

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △443 △1,884

ソフトウエアの取得による支出 △844 △798

投資有価証券の取得による支出 △6 △6

子会社株式の取得による支出 － △490

長期貸付けによる支出 △3 △5

長期貸付金の回収による収入 51 39

その他 △171 330

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,417 △2,815

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △10 △10

配当金の支払額 △4,109 △4,109

その他 △70 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,189 △4,178

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △987 △2,617

現金及び現金同等物の期首残高 27,169 32,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  26,182 ※  30,188
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当第1四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

  会計処理基準に関する事項の変更  受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準の変更 

 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準については、従来、工

事完成基準を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号 平成19年12月27日）を適用し、受注制作のソフトウェア等のう

ち、当第１四半期連結会計期間に着手した契約から、当第１四半期連結会

計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合について

は工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の場合については工事完成基準を採用しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

（四半期連結損益計算書） 

 前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営
業外費用総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前
第１四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は10百万円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

 １．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分する方法により算定しております。 

 ２．繰延税金資産及び繰延税金負債の

算定方法 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法は、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合には、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

 ３．連結会社相互間の債権債務及び取

引の相殺消去 

 連結会社相互間の債権と債務を相殺消去するにあたり、当該債権の額と債

務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わ

ないで債権と債務を消去しております。 

 また、連結会社相互間の取引を相殺消去するにあたり、取引金額に差異が

ある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、一定の合理的な方法により

相殺消去しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

  税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であり、減損損失累計額を含んでおります。  

47,739 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であり、減損損失累計額を含んでおります。   

47,337

 ２ 偶発債務  

次の関係会社について、営業債務に対し債務保

証を行っております。 

欧智卡信息系統商貿(上

海)有限公司 

 

（2百万人

35 百万円

民元）

 ２ 偶発債務 

次の関係会社について、営業債務に対し債務保

証を行っております。 

欧智卡信息系統商貿(上

海)有限公司 

 

（3百万人

41 百万円

民元）

※３  損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に

係る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金

百万円を相殺表示しております。  

354

       ───────────── 

         ───────────── 

  

※４  連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理して

います。当連結会計年度末日満期手形は次のとお

りであります。 

  受取手形  483 百万円

※５ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化

できる支払信託 百万円が含まれておりま

す。  

13,294

※５ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化

できる支払信託 百万円が含まれておりま

す。 

12,824

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,578

賞与引当金繰入額  2,250

退職給付費用  602

役員退職慰労引当金繰入額  24

貸倒引当金繰入額  206

※１    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,710

賞与引当金繰入額  2,502

退職給付費用  549

役員退職慰労引当金繰入額  18

貸倒引当金繰入額  177

※２    法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示し

ております。 

※２           同左 
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      31,667千株   

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          65千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

   

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

 ５．株主資本の金額の著しい変動 

 前連結会計年度末に比べて株主資本の金額に著しい変動はありません。 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成21年３月31日現在) 

 現金及び預金 百万円20,869

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △305

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 4,997

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 619

 現金及び現金同等物  26,182

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成22年３月31日現在) 

 現金及び預金 百万円24,688

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △205

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 4,998

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 707

 現金及び現金同等物  30,188

（株主資本等関係）

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式 4,108 130.00  平成21年12月31日  平成22年３月29日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分については、当社の事業目的に従って区分しております。 

２．各区分に属する主要な内容 

３．会計処理基準に関する事項の変更  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日）  

（たな卸資産の評価に関する会計基準） 

 当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、システム

インテグレーション事業で141百万円、サービス＆サポート事業で51百万円それぞれ減少しております。  

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

（受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準に関する会計基準）  

 当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を

適用しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆サ
ポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  63,956  50,641  311  114,910  －  114,910

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  56  82  510  650  △650  －

計  64,013  50,724  822  115,560  △650  114,910

営業利益又は営業損失（△）  4,545  2,013  △4  6,554  △1,954  4,599

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆サ
ポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 72,196 52,171 366  124,734  － 124,734

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 46 74 587  708  △708 －

計 72,243 52,245 954  125,443  △708 124,734

営業利益又は営業損失（△） 4,907 1,865 49  6,821  △1,938 4,883

システムインテグレーション事業 …… 総合情報システムの調査分析・設計・導入、搬入設置工事、ネッ

トワーク構築、パッケージソフト導入、ソフトウェア受託開発、

その他関連サービスの提供 

サービス＆サポート事業 ……………… 総合情報システムのサプライ供給、テレフォンサポート、保守、

システム運用受託、データ復旧の各サービス、スクール教育及び

パッケージソフト運用指導並びにホテル事業 

その他の事業 …………………………… 建築、自動車（修理・販売）、保険、印刷 

2010/05/12 9:41:5810647253_第１四半期報告書_20100512093957

- 17 -



前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。 

  

    当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

    当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

  
（注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 3,182.02円 １株当たり純資産額 3,219.46円

  
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年３月31日） 
前連結会計年度末

（平成21年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  101,188  102,779

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 631  1,039

（うち少数株主持分（百万円））  (631)  (1,039)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産

額（百万円） 
 100,556  101,740

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期末（期末）の普通株式の数（千株） 
 31,601  31,601

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 78.93円 １株当たり四半期純利益金額 89.30円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。     

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
89.16円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  2,494  2,822

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,494  2,822

期中平均株式数（千株）  31,601  31,601

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  △4

（うち関連会社に対する親会社の持分比率変動に

よるもの（税額相当額控除後）（百万円）） 
 －  (△4)

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

－ － 
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該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。  

  

該当事項はありません。  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月13日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月12日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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（注）上記の中部支社は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮して、縦覧に供す

る場所としております。 

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年５月13日 

【会社名】 株式会社大塚商会 

【英訳名】 OTSUKA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大塚 裕司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大塚商会関西支社 

（大阪市福島区福島六丁目14番１号） 

株式会社大塚商会中部支社 

（名古屋市中区丸の内三丁目23番20号） 

株式会社大塚商会神奈川営業部 

（横浜市神奈川区金港町１番地４号） 

株式会社大塚商会京葉営業部 

（千葉県船橋市葛飾町二丁目340番） 

株式会社大塚商会北関東営業部 

（さいたま市中央区上落合八丁目１番19号） 

株式会社大塚商会神戸支店 

（神戸市中央区磯上通八丁目３番５号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表取締役社長 大塚裕司は、当社の第50期第１四半期（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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